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連結経営指標等 

  

 
 (注)１  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第32期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。 

３ 第32期及び第33期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有しないため、記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第33期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第32期

会計期間

自  平成22年
    １月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

自  平成23年
    １月１日 
至  平成23年 
    ３月31日

自  平成22年
    １月１日 
至  平成22年 
    12月31日

売上高 (千円) 1,458,465 1,332,034 5,377,066

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △88,264 145,792 △258,486

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△)

(千円) △99,249 141,260 3,845

純資産額 (千円) 2,440,514 2,574,004 2,583,136

総資産額 (千円) 6,566,360 5,126,801 5,167,768

１株当たり純資産額 (円) 5,965.42 6,783.82 6,314.15

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △242.60 355.91 9.40

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.2 50.2 50.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 60,722 14,002 196,381

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △7,811 366,872 935,208

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △226,720 △205,507 △1,200,563

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) 967,965 1,237,251 1,044,596

従業員数 (名) 216 194 196



  

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

 
(注) 臨時雇用者数については、当該臨時従業員の総数が従業員の100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

  

  

 
(注) １ 従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 臨時雇用者数については、当該臨時従業員の総数が従業員の100分の10未満であるため記載を省略しており

ます。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 194

(2) 提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 159



当第１四半期連結会計期間における生産実績は137,624千円（前年同四半期比90.4％）であります。 

なお、金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間における仕入実績は541,117千円（前年同四半期比89.8％）であります。 

なお、金額は仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

当社グループは見込生産をおこなっているため、該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間における販売実績は1,332,034千円（前年同四半期比91.3％）でありま

す。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

(2) 仕入実績

(3) 受注実績

(4) 販売実績

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】



  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループが判断したものであり

ます。 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国を中心とした経済成長や政府による経済対

策の効果により、一部に経済回復の兆しがみられ、個人消費も持ち直しつつあったものの、東日本大震

災の発生とこれに伴う原子力発電所事故による不安感が蔓延しており、経済全体に先行き不透明感が増

しております。 

 当社グループの属する家具インテリア業界におきましても、全体として節約志向が根強く残るなか、

高額商品に少しずつ動きが出始めた矢先に発生した東日本大震災により、企業の投資計画には見直しの

動きが広まるとともに、個人の消費意欲は一気に低下いたしました。 

 当社グループは、このような状況において、お客様の多様なニーズにお応えしつつ、魅力ある商品の

販売と、お客様の立場にたったきめ細かいサービスを提供できるよう努めてまいりました。 

 また、当社グループは過去３期にわたる営業赤字、経常赤字から脱却するためには、社員一人当たり

の生産性向上をはじめとして、旧態依然とした取引慣行、企業規模に合わないほど肥大化した商品種類

などを抜本的に見直すといった企業体質の転換が必要であるとの認識の下、新たな経営体制において予

算管理、組織、人事評価などあらゆる企業活動について精査するとともに、改革をおこなっておりま

す。これら取り組みの結果、期初に掲げた売上予算を達成し、粗利率も対前年同期比で大幅に改善させ

ることができました。また、販売費及び一般管理費も抑制したことで４期ぶりに当第１四半期連結会計

期間において営業黒字を計上することができました。さらに、当第１四半期連結会計期間末のユーロ円

レートが前連結会計年度末と比べてユーロ高円安となったため、営業外収益として為替差益およびデリ

バティブ評価益が発生したことにより経常利益が拡大いたしました。 

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は1,332百万円（前年同四半期比

91.3％）、営業利益は76百万円（前年同四半期は営業損失16百万円）、経常利益は145百万円（前年同

四半期は経常損失88百万円）、四半期純利益は141百万円（前年同四半期は四半期純損失99百万円）と

なりました。   

  

（資産） 

当第１四半期連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて40百万円減少し5,126

百万円となりました。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて40百万円減少し3,800百万円となりました。これは、現金

及び預金が192百万円増加し、受取手形及び売掛金が97百万円増加した一方で、イタリア国カッシー

ナエスピーエイ社（以下、「カッシーナ社」）株式売却代金の一部を回収したことなどにより未収入

金が352百万円減少したことによるものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて0百万円減少し1,326百万円となりました。これは、有形固

定資産が減価償却などにより8百万円、無形固定資産が減価償却などにより7百万円減少した一方で、

賃借不動産の更新料を支払ったことなどにより長期前払費用が15百万円増加したことが主な要因であ

ります。 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

(2) 財政状態の分析



  
（負債） 

負債合計は2,552百万円となり、前連結会計年度末に比べて31百万円減少いたしました。 

流動負債は181百万円増加し、1,983百万円となりました。これは、１年内償還予定の社債が固定負

債からの振り替えにより200百円増加した一方で、デリバティブ債務が円安ユーロ高になったことな

どにより47百万円減少したことによるものであります。 

固定負債は213百万円減少し、569百万円となりました。これは、社債が流動負債への振り替えによ

り200百万円減少したほか、長期借入金が約定返済により14百万円減少したことによるものでありま

す。 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、9百万円減少し2,574百万円となりました。これは、四

半期純利益を141百万円計上した一方で、自己株式の取得により109百万円減少したほか、未払配当金

の計上により40百万円減少したことによるものであります。 

  

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）における現金及び現金同等物（以下「資金」と

いう。）は、前連結会計年度末（平成22年12月31日）に比べ192百万円増加し、1,237百万円となりま

した。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は14百万円（前年同四半期は60百万円の収入）となりました。増加の

主な内訳は、税金等調整前四半期純利益144百万円の計上、仕入債務の増加64百万円であり、減少の

主な内訳は売上債権の増加額58百万円、たな卸資産の増加額24百万円、未収入金の増加額29百万円、

未払債務の減少額95百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は366百万円（前年同四半期は7百万円の支出）となりました。これ

は、主にカッシーナ社株式売却代金の一部を回収したことによる収入389百万円によるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は205百万円（前年同四半期は226百万円の支出）となりました。これ

は、主に自己株式の取得により109百万円、長期借入金の約定返済により56百万円、配当金の支払い

により29百万円、それぞれ支出したことによるものであります。 

  

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は2百万円であります。 

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社の研究開発活動について重要な変更はありませ

ん。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動



当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

 
  

  

 
(注)  第１四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)でありま

す。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,305,000

計 1,305,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 409,110 409,110
大阪証券取引所JASDAQ
（スタンダード）

単元株式数 10株

計 409,110 409,110 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】



  

  

 
  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、当社による自己株式の取

得のほかに大株主の異動は把握しておりません。 

当社は、平成23年２月22日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて

適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議し、当第１四半期会計期間

において、29,670株を取得いたしました。平成23年３月31日現在の自己株式数は、29,677株（発行済み

株式総数に対する割合7.25%）であります。 

  

  

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年12月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式7株が含まれております。 

  

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年１月１日～ 
平成23年３月31日

― 409,110 ― 400,294 ― 440,930

(6) 【大株主の状況】

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 409,050 40,905 ─

単元未満株式 普通株式    60 ― ─

発行済株式総数          409,110 ― ―

総株主の議決権 ― 40,905 ―



  

 
 (注) 平成23年２月22日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議し、当第１四半期会計期間において、29,670株を取得

いたしました。平成23年３月31日現在の自己株式数は、29,677株（発行済み株式総数に対する割合7.25%）であ

ります。 

  

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

② 【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社カッシーナ・イ
クスシー

東京都港区南青山二丁目
13番11号

7 ― 7 0.00

計 ― 7 ― 7 0.00

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年 
１月 ２月

 
３月

最高(円) 2,740 3,880 3,420

最低(円) 2,535 2,562 2,050

３ 【役員の状況】



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成22年１月

１日から平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31

日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について



１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,537,251 1,344,596

受取手形及び売掛金 ※2 667,464 ※2 569,998

商品及び製品 948,369 919,794

仕掛品 15,616 13,337

原材料及び貯蔵品 132,837 138,738

未収入金 482,736 835,192

その他 19,459 22,290

貸倒引当金 △3,472 △3,250

流動資産合計 3,800,262 3,840,696

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1 502,469 ※1 512,500

土地 294,446 294,446

その他（純額） ※1 45,708 ※1 44,518

有形固定資産合計 842,624 851,466

無形固定資産 87,120 94,426

投資その他の資産

その他 402,644 387,029

貸倒引当金 △5,849 △5,849

投資その他の資産合計 396,795 381,179

固定資産合計 1,326,539 1,327,072

資産合計 5,126,801 5,167,768

負債の部

流動負債

買掛金 432,368 361,628

短期借入金 360,000 370,000

1年内返済予定の長期借入金 99,920 141,560

1年内償還予定の社債 500,000 300,000

未払法人税等 5,460 4,271

賞与引当金 46,599 －

その他 538,701 623,719

流動負債合計 1,983,049 1,801,179

固定負債

社債 － 200,000

長期借入金 489,630 504,120

退職給付引当金 28,810 28,671

その他 51,307 50,661

固定負債合計 569,748 783,452

負債合計 2,552,797 2,584,632



(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 400,294 400,294

資本剰余金 440,930 440,930

利益剰余金 1,842,285 1,741,935

自己株式 △109,505 △23

株主資本合計 2,574,004 2,583,136

純資産合計 2,574,004 2,583,136

負債純資産合計 5,126,801 5,167,768



(2) 【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年３月31日)

売上高 1,458,465 1,332,034

売上原価 783,719 647,180

売上総利益 674,745 684,854

販売費及び一般管理費

給料及び手当 189,850 166,125

賞与引当金繰入額 32,003 39,624

退職給付費用 12,906 11,220

役員退職慰労引当金繰入額 3,110 －

地代家賃 166,937 155,926

その他 286,824 235,917

販売費及び一般管理費合計 691,631 608,814

営業利益又は営業損失（△） △16,885 76,039

営業外収益

受取利息 103 50

賃貸収入 6,060 －

為替差益 － 27,452

デリバティブ評価益 － 47,531

その他 4,357 339

営業外収益合計 10,521 75,374

営業外費用

支払利息 9,397 5,167

為替差損 38,681 －

デリバティブ評価損 32,402 －

その他 1,418 454

営業外費用合計 81,900 5,622

経常利益又は経常損失（△） △88,264 145,792

特別利益 － －

特別損失

固定資産除却損 5,801 －

減損損失 － 371

投資有価証券評価損 － 1,223

特別損失合計 5,801 1,594

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

△94,066 144,198

法人税、住民税及び事業税 9,078 2,937

法人税等調整額 △3,894 －

法人税等合計 5,183 2,937

少数株主損益調整前四半期純利益 － 141,260

四半期純利益又は四半期純損失（△） △99,249 141,260



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△94,066 144,198

減価償却費 42,213 26,352

貸倒引当金の増減額（△は減少） 48 221

賞与引当金の増減額（△は減少） 36,585 46,599

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,016 138

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △68,171 －

受取利息及び受取配当金 △103 △50

支払利息 9,397 5,167

為替差損益（△は益） 24,554 2,697

デリバティブ評価損益（△は益） 32,402 △47,531

固定資産除却損 5,801 －

減損損失 － 371

売上債権の増減額（△は増加） △149,687 △58,536

未収入金の増減額（△は増加） 29,462 △29,093

たな卸資産の増減額（△は増加） 25,007 △24,953

仕入債務の増減額（△は減少） 207,781 64,488

未払債務の増減額（△は減少） △111,616 △95,320

長期未払金の増減額（△は減少） 71,011 －

その他 18,601 △14,490

小計 80,237 20,257

利息及び配当金の受取額 103 49

利息の支払額 △9,297 △3,783

法人税等の支払額 △10,321 △2,521

営業活動によるキャッシュ・フロー 60,722 14,002

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,100 △2,100

有形固定資産の取得による支出 △813 △611

無形固定資産の取得による支出 △11,422 －

長期前払費用の取得による支出 △1,114 △146

投資有価証券の売却による収入 － 389,359

その他 7,638 △19,629

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,811 366,872

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,000 △10,000

長期借入金の返済による支出 △186,720 △56,130

社債の償還による支出 △50,000 －

自己株式の取得による支出 － △109,647

配当金の支払額 － △29,730

財務活動によるキャッシュ・フロー △226,720 △205,507



(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年３月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,786 17,288

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △171,022 192,655

現金及び現金同等物の期首残高 1,138,987 1,044,596

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 967,965 ※ 1,237,251



  

 
  

  

 
  

  

  

 
  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間 
(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

会計処理基準に関する事項の変更  「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。

この変更による営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益に与える影響はありません。また、当会計基準等の適用開始によ

る資産除去債務の変動額はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴

い、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「投

資有価証券の売却による収入」は重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記することとして

おります。なお、前第１四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる

「投資有価証券の売却による収入」は594千円であります。

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間 
(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

１  棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算定する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかな

ものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によ

っております。 

 

２  固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

 

３  法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額

控除項目を重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会年度末以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られる場合に、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法を適用しております。 

 



  

  

 
  

  

 
  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末 
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、807,964千円で

あります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、793,345千円で

あります。

 

※２ 受取手形裏書譲渡高       20,652千円

 

※２ 受取手形裏書譲渡高       39,344千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

 

※  現金及び現金同等物の当第１四半期末残高と当第１

四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金 967,965 千円

現金及び現金同等物 967,965

 

※  現金及び現金同等物の当第１四半期末残高と当第１

四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

(平成23年３月31日現在)

現金及び預金 1,537,251千円

預入期間が３か月超の定期預金 △300,000

現金及び現金同等物 1,237,251



  

当第１四半期連結会計期間末(平成23年３月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  

至  平成23年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数 

 
  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 
  

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 409,110

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 29,677

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日 
定時株主総会

普通株式 40,910 100 平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金



前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計額に占める家具事業の割合が、90％を超えるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。 

なお、当社グループは家具インテリア事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

  

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】



  

１  １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

 
  

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

当第１四半期連結会計期間末 
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年12月31日)

6,783.82円 6,314.15円

項目
当第１四半期
連結会計期間末 

(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,574,004 2,583,136

普通株式に係る純資産額(千円) 2,574,004 2,583,136

普通株式の発行済株式数(株) 409,110 409,110

普通株式の自己株式数(株) 29,677 7

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 379,433 409,103

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

 
１株当たり四半期純損失金額 242.60円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失金額であるため、記載しておりません。 
 

 
１株当たり四半期純利益金額 355.91円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有し
ないため、記載しておりません。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(千円)

△99,249 141,260

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(千円)

△99,249 141,260

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 409,110 396,905

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

― ―

（重要な後発事象）

２ 【その他】



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成22年５月13日

株式会社カッシーナ・イクスシー 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カッシーナ・イクスシーの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期

連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月

１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カッシーナ・イクスシー及び連結

子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年４月27日に開催した取締役会において本社の移

転を決議した。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大 木 智 博    印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  和 田 磨紀郎    印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中 村 憲 一    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

平成23年５月11日

株式会社カッシーナ・イクスシー 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カッシーナ・イクスシーの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期

連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年１月

１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カッシーナ・イクスシー及び連結

子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大 木 智 博   印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中 村 憲 一   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


